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１．研究の背景及び目的 

 
 昨今の道路運送法の改正及びいわゆる「公共交通活性

化・再生法」の制定により，生活に必要な地域公共交通

の維持活性化の仕組みが構築されつつある。その一方，

公共交通を支える基礎自治体の役割が拡大し，人的及び

財政的な負担の増大，また合併自治体においては，地域

間の公平性の確保，広域的な交通の確保など新たな課題

が出てきている。地域公共交通の活性化に向けた多くの

先進的な取組が全国で見られる一方で，生活交通を取り

巻く環境は依然として厳しい情勢となっており，いまだ

模索が続いている。 
 本研究は，このような状況を踏まえ，現在の地域公共

交通の確保の現状と自治体における課題認識を把握する

ため，全国自治体に対して公共交通活性化の課題認識及

び取組状況をアンケート調査によって把握した。その結

果及び各自治体の社会経済指標とのクロス分析等により，

現在の地域公共交通の確保の現状と自治体における地方

公共交通問題の解決に向け残された課題認識を把握した。 

２．本研究の検討フレーム 

(1) 基礎自治体における公共交通政策の比較に係る既
存研究のレビューと本研究の位置づけ 
 基礎自治体における公共交通政策の取組状況に関する

比較を行った研究としては，例えば宇佐美ら 1)は，自治

体が関与しているバスについて，特に採算性の観点から，

地域特性による分類を行い，人口や路線特性，高齢化率

等の地域特性に応じた運行形態の違いと採算性の高さに

ついての分類を試みている。 
 また，合併市町村の生活交通対策の現状について，例

えば柿本・鶴丸 2)はある一県内の各市町村へのアンケー

ト調査（二時点）をもとに合併後の生活交通対策への取

組状況の考察を行っているほか，加藤 3)は市町村合併前

後の公共交通政策に関する対応状況を整理し，その問題

点を把握している。 
 既存研究では一部の地域や一部の都道府県を対象とし

た研究は多くなされているが，全国の市町村を対象とし

た公共交通再編に関する研究はなされていない。 
 本調査は，このような背景を踏まえ，現在の地域公共

交通の確保の現状と自治体における課題認識を把握する

とともに，特に合併自治体において課題となっている事

項を明確にすることで，昨今の自治体が置かれている現

状と解決に向けた基礎資料とすることを目的とする。 

(2) 本研究の検討フレーム 
 本研究における検討の大まかな流れを以下に示す。 
Step1：基礎自治体における公共交通の課題に関する現
状整理：公共交通の検討状況に関する全国自治体ア

ンケート結果に基づき，現在の各市町村における公

共交通政策に係る問題意識を把握する。このとき，

市町村合併等の有無との関連によるクロス分析等に

より，合併によって新たに生じた公共交通政策につ

いての課題も明らかにする。 
Step2：公共交通施策取組状況の俯瞰的考察：地域公共
交通施策について，連携計画及び現状での取組状況

を把握する。 
Step3：基礎自治体における公共交通施策取組状況の類
型化：アンケート結果及び既存の統計データを用い

て，自治体の公共交通施策取組状況に関する類型化

を行うとともに，類型ごとの施策取組状況の特徴と

課題を整理する。 
Step4：将来検討すべき課題の整理：類型ごとに今後の
基礎自治体における公共交通検討の課題を明らかに

する。  
 本稿では，上記の第１ステップとして，現況における

基礎自治体における公共交通政策の取組状況を俯瞰的に

把握し，次ステップ以降の研究の基礎資料とする。実施

したアンケートの概要は以下の通りである。 
 平成 21 年 12 月に全国の 1795 市区町村（平成 21 年
10 月 1 日時点）を対象に「自治体における地域公共交
通確保の検討状況」について郵送配布，メールまたは郵

送回収によるアンケート調査を行った。質問項目は表 
２-1の通りである。 
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表 ２-1 アンケート調査における質問項目 

No. 質問項目

問1 市町村名

問2 入力者名・所属・住所・電話番号・メールアドレス

問3 公共交通運行状況（運行の有無・路線数・年走行距離）

問4 各公共交通に対する補助状況（利用者数・収入・支出・補助額）

問5 平成16年～平成20年補助金額の推移（国・県・自治体）

問6 補助金額増加傾向の要因・減少傾向の要因

問7 各自治体における解決すべき課題

問8 各自治体での方策（既に取り組んでいる・3年以内に取り組み）

問9 合併を契機に取組が始まった施策（問9に対応）

問10 合併前後において生活交通の確保に関するメリット

問11 合併前後におけるサービスレベルの格差の有無

問12 合併前後におけるサービスレベルの格差の内容

問13 サービスレベルの格差解消法

問14 地域公共交通会議設置状況　

問15 法定協議会設置状況

問16 地域公共交通総合連携計画の策定状況

問17 地域公共交通総合連携計画の公表状況

問18 今後の課題認識

問19 バス交通において今後のサービスレベル・財政出動

問20 よりよい公共交通のため取り組む必要があると思うこと

自治体

考え

個人属性

自治体

取組状況

公共交通

現状

市町村合併

協議会

取組状況

 
 配布市区町村数は 1795，回収市区町村数は 810，回
収率は約45%となっている． 

３．地域公共交通に対する自治体負担の現状 

(1) 自治体負担の状況 
 人口一人当たりの自治体（単費）負担額をアンケート

結果からみると，500 円未満（28.5%）～2,000 円以上
（17.4%）の負担となっている自治体まで，格差が大き
いことが明らかとなった。特に人口密度の低い自治体に

おいては，１人あたり 2,000 円以上の公的補助がある。 
(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

500円未
満

231  28.5

500～1,0
00円

145  17.9

1,000～2
,000円

124  15.3

2,000円
以上

141  17.4

不 明 ・
無 回 答

169  20.9

合  計 810 100.0  
図 ３-1人口１人あたり公共交通補助額（単費） 

 これを国勢調査結果から通勤通学時の交通手段分担率

をもとにクロス集計した結果，マイカー依存率が高い市

区町村ほど，人口 1 人当たりの公共交通補助額が統計
的に有意に大きいことが分かった。（図3-2) 

(2) 単費の増加及び減少の度合いまたはその要因 
 自治体の財政負担に関するバス運行対策費のうち，市

町村単費の主な増減要因についての回答を集計すると，

多くは「利用の減少」に起因する自治体負担の増加を挙

げている自治体が多く見られるが，運行経費の増加，広

域行政からの補助額削減等に起因する負担増加を挙げて

いるところが多い。一方で，何らかの見直しによって負

担の削減を図っている自治体も散見される。 
(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

通勤利用の減少 263  32.5

学生・通学利用の減少 341  42.1

昼間需要（高齢者・主婦
等）の減少

281  34.7

路線延伸・新設等による
運行距離の増加

55   6.8

増便による運行距離の増
加

21   2.6

市町村合併による広域化
による運行経費増加

47   5.8

上記以外の運行経費の増
加

136  16.8

運賃値下げによる収支悪
化

13   1.6

国庫・都道府県補助額削
減による単費負担増加

127  15.7

単費増加その他 67   8.3

利用者の増加による収支
改善

47   5.8

路線短縮・廃止による運
行距離削減

91  11.2

減便による運行距離削減 81  10.0

デマンド化または乗合タ
クシー化による経費節減

26   3.2

運賃値上げによる増収 10   1.2

単費減少その他 57   7.0

不明・無回答 283  34.9

合  計 810 100.0

 
図 ３-2 バス運行対策費（市町村単費）の主な増減要因 

(3) 現在の解決すべき課題認識 
 一方で，課題認識としては，高齢者等の生活手段の確

保，交通空白及び不便地域への対応という点が挙げられ

る一方，自治体の財政負担の増加という点を挙げている

自治体も多く見られた。（図3-4) 

 これを，人口１人当たりの負担額の大小でクロス集計

をし，χ2検定により統計的に有意な項目をみると，図

単費負担 
増加要因 

単費負担 
減少要因 

(件)

1 高齢者等の生活手段の確保 810 66.4 27.9

2 少子化への対応 810 17.0 26.7 56.3

3 中心市街地が衰退 810 9.6 19.5 70.9

4 合併による広域化への対応 810 9.5 11.9 78.6

5 国・県の生活バス補助額削減 809 6.8 87.6

6 隣接市町村と連携の強化 810 13.0 25.8 61.2

7 民間バス路線の撤退の危機 809 18.5 20.5 60.9

8 交通空白不便地域への対応 810 42.3 30.5 27.2

9 多様な輸送が重複し非効率 810 11.1 18.1 70.7

10 バスの利便性が年々低下 810 17.4 23.8 58.8

11 自治体の財政負担が年々増加 810 39.3 26.2 34.6

12 環境・地球温暖化の観点 810 8.6 27.5 63.8

13 地域間の交通格差の解消
810 14.1 27.2 58.8

特に重視している
重視している
回答なし

図 3-4 市町村の交通体系において， 
解決すべき課題として重視している事項 

図 ３-3 マイカー分担率と 
人口一人あたり公共交通補助額（単費）の関係 

マイカー分担率の出典：平成12年国勢調査結果の通勤通学時交通手段

マイカー分担率　  ×  問４　人口１人当たり公共交通補助額

(件) (％)
30%未
満
1.

※ 37   5.9 94.6

30～50
%
2.

※ 50   7.9 64.0 24.0 8.0

50～60
%
3.

※ 63  10.0 41.3 30.2 12.7 15.9

60～70
%
4.

194  30.8 33.5 25.8 22.2 18.6

70%～5. 285  45.3 23.2 20.7 23.5 32.6

合計 629 100.0 35.6 22.6 19.4 22.4

※) 母数が100件以下のため注意

500円未満
500～1,000円
1,000～2,000円
2,000円以上



3-5 の通りであり，現在多くの負担を強いられている自
治体ほど，「少子化への対応」「多様な輸送（スクー

ル・福祉バスなど）が重複し非効率」といった課題に対

して重視している一方で，現在負担が比較的少ない自治

体については，「地球環境負荷の軽減」についても重視

されていることが分かった。 

４．自治体における現在の地域公共交通の取組状況 

(1) 公共交通施策の取組施策の有無 
 現在取り組まれているもしくは今後 3 年以内に実施
を予定している施策を整理すると，図 4-1の通りであり，
既に取組中の施策がある自治体が約 7 割を超えており，
特に，合併自治体においては，多くの自治体で公共交通

に関する取組がなされている。 

 取組施策の内容を見てみると，図 4-2の通りであり，
バス路線の系統見直しやダイヤ改正などについては多く

の自治体で取り組まれている。その内容は，利便性向上

のためのダイヤ改正の一方，利用の少ない路線の廃止の

双方が見られ，いわゆる「選択と集中」的なバス路線改

善が多くの自治体で行われていると推察される。一方，

情報提供の改善（紙，WEB など）についても多くの取
組がなされている。 

５．市町村合併による公共交通の検討状況の影響 

(1) 合併によるメリット及び課題 
 生活交通の確保に際して，合併によるメリットが見ら

れたかという設問に対しては，図 5-1の通りであり，新
市町域の交通の一元化やコミュニティバス，運賃の一元

化を図ったなどという自治体が見られた一方，特に合併

によるメリットはないという回答が多かった。 
 一方，合併前後において，公共交通サービスの格差が

問題になっているかどうかについては，図 5-2の通りで
あり，格差が問題となっており，その解消に向けて検討

もしくは既に実施されているという回答が多く寄せられ

た。その内容としては，運賃体系，バス路線の粗密，サ

ービスレベルなど多様な格差が指摘された。 

図 ４-3 現在取り組まれている・もしくは 
今後取り組まれる予定の施策 

(件)

1 バス路線の再編（系統見直し等） 810 34.9 21.0 44.1

2 利便性向上のための増便・ダイヤ
改正 810 35.1 17.7 47.3

3 利用の少ない路線の減便，廃止 810 32.3 18.6 49.0

4 特定層をターゲットにした運行 810 25.6 10.4 64.1

5 中心部⇔郊外のバス路線の新設 810 10.9 84.6

6 旧市町同士を結ぶバス路線の新設 810 8.1 90.0

7 地元等による自主運行バスの支援 810 92.1

8 デマンド式のバスの導入 810 89.1

9 デマンド式の乗合タクシーの導入 810 14.7 13.0 72.3

10 他の輸送サービスとの統合 810 9.1 9.5 81.4

11 バス待ち環境の改善 810 14.0 6.4 79.6

12 バス走行環境の改善 810 93.1

13 Ｐ＆Ｒ，駐車場・駐輪場の整備
810 10.2 87.9

14 バス停清掃などのボランティア
支援 810 96.8

15 モビリティ・マネジメント
810 9.6 6.2 84.2

16 利用促進キャンペーン
810 16.9 10.4 72.7

17 情報提供の改善
810 29.0 12.5 58.5

18 観光施策との連携
810 10.0 9.9 80.1

19 商業施策との連携
810 7.9 85.9

20 運賃値下げ
810 7.2 89.8

21 運賃値上げ
810 6.2 88.9

22 地元・企業等からの財政的支援
810 96.3

23 その他
810 95.8

既に取組中
今後３年以内に取組予定
回答なし

問１２　どのような格差か

(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90

旧市町間で，運賃体系が大きく違
う。

45  28.8

旧市町間で，バス路線がある地域
とない地域がある。

74  47.4

旧市町間で，バス交通の運行便数
やサービスレベルが大きく違う。

84  53.8

旧市町間で，バス交通に対する補
助の仕組みや制度が違う。

13   8.3

その他 15   9.6

不明・無回答 3   1.9

合  計 156 100.0

図 ５-1 合併前後で旧市町間に交通に関する格差が 
ある場合の格差の種類 

自治体属性　合併有無  ×  問８　取組施策数

(件) (％)
合併な
し
1.

526  64.9 66.0 15.0 19.0

合併あ
り
2.

284  35.1 85.6 10.9

合計 810 100.0 72.8 13.6 13.6

既に取組中施策あり
今後３年以内に取組予定あり
取組予定施策なし

 図 ４-2 合併の有無と取組施策の関係 

問４　人口１人当たり公共交通補助額  ×  　2 少子化への対応

(件) (％)
500円未
満
1.

231  36.0 13.9 22.1 64.1

500～1,0
00円
2.

145  22.6 11.0 31.7 57.2

1,000～2
,000円
3.

124  19.3 29.0 22.6 48.4

2,000円
以上
4.

141  22.0 26.2 37.6 36.2

合計 641 100.0 18.9 27.8 53.4

特に重視している
重視している
回答なし  

図 3-5 人口一人あたり公共交通負担額と 
自治体における公共交通の課題認識との関係 

問１０　合併前後において，生活交通の確保に関するメリットとしてお感じになっている
こと

(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

旧町にまたがった路線バスを新たに運行
し，新市町域の交通の一元化が図れた。

51  18.0

それぞれで運行していたコミュニティバ
スの統合を図った。

46  16.2

運賃がバラバラであったのを統一し利便
性を図った。

42  14.8

その他のメリットがあった 36  12.7

特に合併によるメリットはない 104  36.6

逆に，合併により生活交通の確保が一層
困難になった

29  10.2

不明・無回答 36  12.7

合  計 284 100.0

図 ４-1 合併による生活交通に対するメリットがあったか 



６．交通会議及び法定協議会等の設置状況 

 道路交通法に基づく地域公共交通会議や，「活性化・

再生法」に基づく法定協議会の設置状況を見ると，地域

公共交通会議は約半数の自治体，法定協議会は約 25%
程度の設置で，いずれも合併自治体において設置されて

いる割合が多い。 
自治体属性　合併有無  ×  問１４　地域公共交通会議を設置しているか

(件) (％)
合併な
し
1.

515  64.9 45.0 9.5 41.4

合併あ
り
2.

278  35.1 77.3 9.4 10.4

合計 793 100.0 56.4 9.5 30.5

設置している（貴市町村単独）
設置している（複数市町村で共同設置）
現在設置していないが，設置の予定がある
設置しておらず，予定もない  

自治体属性　合併有無
　×　問１５　活性化・再生法に基づく法定協議会を設置しているか

(件) (％)
合併な
し
1.

516  64.7 14.7 12.6 67.8

合併あ
り
2.

281  35.3 32.7 8.5 17.1 43.1

合計 797 100.0 21.1 6.3 14.2 59.1

設置している（貴市町村単独）
設置している（複数市町村で共同設置）
現在設置していないが，設置の予定がある
設置しておらず，予定もない

 
図 ６-1 交通会議及び法定協議会等の設置状況 

７．自治体における今後の課題認識及び見通し  

(1) 今後の課題認識について 
 公共交通の課題認識について，自治体側から見た今後

の課題を整理すると，市町村単費の財政負担の増大が懸

念される声や，国や財政面での不安や懸念が多く寄せら

れている。 
問１８　今後の課題認識について

(件) (％) 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

国や都道府県の支援が将来
縮小の可能性に対する不安

437  54.0

市町村単費での財政負担の
増大が懸念される

657  81.1

住民や地域団体など多様な
組織の参画が欲しい

216  26.7

公共交通の確保に関する先
進事例の情報が欲しい

123  15.2

公共交通専任の担当者が少
ない（またはいない）

311  38.4

不明・無回答 32   4.0

合  計 810 100.0

 
図 ７-1 今後の公共交通における課題認識についてバス
交通や自治体財政負担に対する今後の考え方 

 バス交通サービスに対する各自治体における今後の考

え方については，多くの自治体が，現在のサービスレベ

ルを維持または向上をさせるべきと回答しており，現在

の自治体財政状況との有意性は認められていない。しか

し，一方で自治体の財政出動に対する今後の考え方をみ

ると，現在すでに多くの財政負担をしている自治体ほど，

今後は現状より財政出動を下げる必要があると回答され

ており，この関係については有意差が認められた。 
 一方，図 7-4を見ると，現在のサービスレベルを向上
させながら，財政負担は現状を維持または少なくさせる

必要があるとの認識が広がっており，限られた財源での

利便性向上に腐心している自治体が多いと見られる。 

８．まとめと今後の課題 

 本研究では，まず地域公共交通が抱える問題について，

全国アンケート調査をベースに，俯瞰的に現状の課題と

展望をまとめた。本稿では集計結果の一部を紹介したに

過ぎないが，今後，検討や取組が進んでいない自治体に

ついて，検討の障害となっているハードルはどこにある

のか。また，検討が進んでいる自治体とそうでない自治

体との差はどこにあるのかを探るとともに，統計的分析

を進める予定である。 
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問４　人口１人当たり公共交通補助額
　×　問１９－１　バス交通サービスに対する今後の考え方

(件) (％)
500円未
満
1.

220  36.0 35.9 54.5 9.5

500～1,0
00円
2.

141  23.1 31.9 56.7 11.3

1,000～2
,000円
3.

117  19.1 17.9 69.2 12.8

2,000円
以上
4.

133  21.8 25.6 61.7 12.8

合計 611 100.0 29.3 59.4 11.3

現在のサービスレベルを向上させる必要がある。
現在のサービスレベルを維持する必要がある。
現在のサービスレベルの低下はやむを得ない。

図 ７-2 バス交通サービスに対する自治体の 
今後の考え方 

問４　人口１人当たり公共交通補助額
　×　問１９－２　自治体の財政出動に対する今後の考え方

(件) (％)
500円未
満
1.

218  35.9 17.4 41.7 40.8

500～1,0
00円
2.

142  23.4 9.2 42.3 48.6

1,000～2
,000円
3.

117  19.3 9.4 35.9 54.7

2,000円
以上
4.

130  21.4 38.5 56.9

合計 607 100.0 11.2 40.0 48.8

現状以上の負担をしていく必要がある。
現状の負担を維持する必要がある。
現状よりも少なくする必要がある。

図 ７-3 自治体財政出動に対する今後の考え方 

問１９－１　バス交通サービスに対する今後の考え方
×　問１９－２　自治体の財政出動に対する今後の考え方

(件) (％)
現在のサービスレベルを
向上させる必要がある。
1.

229  30.3 27.1 33.2 39.7

現在のサービスレベルを
維持する必要がある。
2.

444  58.7 7.0 47.3 45.7

現在のサービスレベルの
低下はやむを得ない。
3.

※ 83  11.0 21.7 73.5

合計 756 100.0 12.8 40.2 47.0

※) 母数が100件以下のため注意

現状以上の負担をしていく必要がある。
現状の負担を維持する必要がある。
現状よりも少なくする必要がある。

図 ７-2 今後のバス交通の考え方と 
自治体の財政出動の関係 


